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 ２０２４年１２月１９日、大阪府市と国土交通省は、大阪・関西万博開催期間中の

交通需要に対応するために、大阪府内で「日本版ライドシェア」の規制を緩和するこ

とを合意した。これにより、運行エリアが大阪府内全域に拡大され、２４時間常時運

行できるようになった。同月２０日からは大阪府内において試験運行も行われている。 

 「日本版ライドシェア」とは、普通第一種免許を取得して１年以上の運転手であれ

ば、旅客運送法上求められる第二種免許をもたなくても、タクシー事業者との間で雇

用契約を締結することで自家用車を用いて旅客運送することができる制度であり、２

０２４年４月に東京都内で始まったのを皮切りに、全国各地で運用されている。これ

自体、「白タク」の合法化にほかならず、タクシー事業の適正化・安全化を図るための

政策・取り組みをないがしろにするものであり、また歩合給を基本とするタクシー運

転手の労働条件悪化につながる可能性が高い。これまでは、「日本版ライドシェア」の

運用は「公共の福祉を確保するためにやむを得ない場合」に限られており、具体的に

は国土交通大臣の許可を受けた場合に一定の制限（タクシー需要の高い一部の曜日や

時間等）の下でのみ認められていた。 

 ところが、上記大阪・関西万博期間中の運用は、上記制限を大幅に緩和するもので

ある。大阪府内の交通量を無用に増加させる可能性が否定できず、タクシー運転手の

さらなる労働条件悪化を招きかねないことはもちろんのこと、大阪府内の公共交通の

安全にも支障を来しかねない。 

 さらには、このような安易な規制緩和は、今後、諸外国で行われているような、事

業免許をもたない運転手が個人事業主として利用者から運送を請け負う「ライドシェ

ア」を許容する新法の制定につながりかねない。「ライドシェア」全面解禁は、タクシ

ー運転手の労働条件悪化だけでなく、公共交通の安全性をもさらに脅かすものである

し、加えて個人事業主とされる運転手を不安定な地位に晒すこととなる。 

 そのため、大阪のみならず、全国の公共交通を支えるタクシー運転手の労働条件悪

化を防ぎ、また安全な公共交通を維持するために、大阪・関西万博開催中の「日本版

ライドシェア」の規制緩和を撤回するよう求める。 

 



（回答）下線部について回答 

いわゆる「日本版ライドシェア」は、現状のタクシー事業では不足している移動の足を、

地域の自家用車や一般ドライバーを活用することで補うことを目的として、国がタクシー

の不足している期間、場所と時間を指定した上で、タクシー会社が運行主体となってドラ

イバーの教育や車両整備などの安全対策を実施の上、その指定された範囲内でのみライド

シェアの運行を認めるというものです。 

大阪府・市では、万博期間中の円滑な移動を実現することを目的に、国土交通省と大阪

府・市で「万博開催期間中における日本版ライドシェア勉強会」を開催し、万博時の対応

として、現行制度を最大限活用し、大阪府域全域運行、24 時間稼働を可能とするなどタ

クシーと日本版ライドシェアが相互に連携する仕組みについて、国土交通省と合意いたし

ました。 

国との合意を踏まえ、タクシー事業者におけるドライバーの確保や安全運行に向けたノ

ウハウの蓄積に向けて、現在、試行を実施しているところです。 

本市といたしましては、万博時の急増する移動需要に対応するためには、日本版ライド

シェアの緩和措置が必要と考えております。 
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